
日米産業連関データによる剰余価値率の測定
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１．問 題

古くから剰

ている。多く

しているデー

き，剰余価値

かを捉えるこ

ところで，

余価値率は，資本家階級と労

の研究者が，剰余価値率を理

タを用いることにより剰余価

率を単に理論的指標に留める

とにある。

この剰余価値率には，これま

働者階級の分配関係を測る

論的な展開の中で用いるだ

値率の測定を試みてきた。

ことなく，現実の経済の中

で二通りの測定方法が存在

重要な指標として用いられ

けに留めず，官公庁の公表

本稿の目的もこの試みに続

でどのように推移している

してきた。一つは，国民経

済計算デー

ある。

産業連関

一般には一致

本稿では以

年代

タを利用した計測方法である

は米国の戦後から 年代

データを用いた研究には，

（ ），深澤（ ）がある

しないといわれている。

下の手順にそって，剰余価値

から 年代にかけての約 年

。この計測方法を用いた研究

までの剰余価値率を測定し

置塩（ ）， （ ），

。後述するが，二つの方法で

率に関する実証を行う。

間の日米産業連関データを

には， （ ）が

ている。

泉（ ， ），

測定した剰余価値率は，

利用し，なるべく日米同一
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る。その際に，泉弘志教授（大阪
謝したい。いうまでもなく本稿に

測定を行い， と結果を比
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較する。

で得た剰

以下，第二節
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では，２種類の剰余価値率の
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傾向について検討する。

モデル式について概観し，おのおのがどのような特

徴を持つかを論

いて検討を行う

上で述べたよ

じる。第三節では，剰余価値

。

２．

うに剰余価値率の測定法に

率推移と要因別寄与について

モ デ ル

は，二種類存在する。第一に

実証し，その結果につ

は， （ ）ら

により用いら

（ ），

る。本節では，

国民経済計算

剰余価値率

式は，国民経

価格のタームで

れている国民経済計算のデー

泉（ ， ），

それぞれの剰余価値率測定法

データを用いた算定式は，以

付加価値 賃金 賃金

済計算のデータまたは産業連

量られており，価値タームで

タを使用する方法である。

（ ），深澤（

について概観する。

下のように定義される。

関データの付加価値項目を用

はない点に特徴がある。

第二には置塩（ ），

）らによるものであ

いた剰余価値率である。

また，置塩

定式を以下のよ

剰余価値率

（ ），

うに定義している。

剰余労働 必要労働

（ ）は産業連関データを用いた剰余価値率の算

記号の定義

平均的

労働者

平均年

平均的

各商品

剰余価値率
）

の平均的年間労働時間

間賃金

労働者家計消費構成比

の１貨幣単位毎の投下労働量
）
。

式では，産

している。１貨

（ ），

各商品の１

式は，当該商

業連関データ等を用いて１貨

幣単位毎の投下労働量は

（ ）らに

貨幣単位毎の投下労働量 間

品を１貨幣単位生産するため

幣単位毎の投下労働量を算出

式で定義される。１貨幣単位

より計測されている。

接労働 直接労働

に必要な直接・間接に必要な

し，剰余価値率を測定

毎の投下労働量は置塩

労働量である。第１項

（ ）



は当該商品の

品の生産に直

により の

日米産業連関データに

生産の際に投入される中間材

接必要な労働量である。 式

剰余価値率は計算可能となる

よる剰余価値率の測定（橋本・山

料や固定設備を通じて測っ

で計算された１貨幣単位毎

。

田）

た労働量，第２項は当該商

の投下労働量を用いること

これまでみ

下の理由で

価値を近似的

から賃金を差

異なり，

方がより好

ある。

たように，剰余価値率の測定

式ではなく 式を用いるべ

であれ測定することが可能で

し引いたものは，剰余価値に

式は価格タームでの算定式で

ましいのは当然であろう。以

には二通りの算定式が存在

きであると考えている。その

あることである。第二に，

等しくないという事実
）
であ

あるから，諸商品の価値をも

上は 式による剰余価値率測

する。しかし，本稿では以

理由は第一に，諸商品の

社会全体をとれば付加価値

る。つまり，両式は単位が

とにして測定した 式の

定を行う積極的な理由で

一方で，

る際
）
に成立す

えてもよい

よる測定も併

式と 式が等しい場合もあ

る。しかし，以上の条件は正

。そこで， 式による剰余価

せて行い， 式と 式がど

る。この条件は，すべての商

の利潤の存在を前提とする

値率測定を中心に考えること

のように乖離しているかにつ

３．測定結果

品の価格が価値通りであ

資本制では成立しないと考

とする。さらに， 式に

いて比較も行う。

３―１ 剰

本節では，

を行う。最

いて測定を

（ ）と

均年間労働時

度合いをみて

余価値率の推移

前節で検討したモデル式を用

初に，国民経済計算データを

行い，その測定結果について

（ ）の測定結果との比

間，投下労働量，家計消費構

いく。

いて剰余価値率の測定を行

用いた 式と産業連関データ

比較・検討を行う。次に，代

較を行う。最後に，剰余価値

成などの要因に分解し，剰

い，その結果について検討

を用いたモデル 式を用

表的な先行研究である泉

率を，年間平均賃金，平

余価値率の変動への寄与の

国民経済

推移を表 １

順で検討を行

日本の計

剰余価値率と

ンドを示して

傾向である米

計算データを用いた 式と産

，表 ２及び図 １と図 ２に掲

う。

測結果についてその特徴をあ

呼ぶ）が全体として 年の 数

いる点であって， 年から

国のそれと比べて明確に異な

業連関データを用いた 式に

げている。以下では，日本

げれば，産業連関データによ

％の水準から 年の ％強

年までの例外を除き横這い

る。また，日本の国民経済

よる日米の剰余価値率の

のケース，米国のケースの

る剰余価値率（以下，単に

の水準へと右上がりのトレ

ないしわずかに右下がりの

計算データによる計測値が

全体として右

的である。結

水準であり

（または労働分

期において高

水準との計測

下がりのトレンドを示してい

果として剰余価値率は， 年

，また国民経済計算データに

配率）の関数である国民経済

水準を示していることは理解

値となったことについては一

ることとの比較においても

代前半までの時期において

よる計測値との格差も最大と

計算データによる計測値が高

しやすいが，同時期の日本

見すると奇妙な印象を与え

，剰余価値率の動きは対照

全期間の中でほぼ最も低い

なっている。利潤分配率

度成長（＝高蓄積・高利潤）

の剰余価値率が逆に最も低

るかもしれない。剰余価値

（ ）
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表１ ４

率の計測式 を見るとおり，それは年平均労働時間が分子，労働力の価値が分母の分数として

決まる。労働力

金財）の投下労

増加は剰余価値

がって，もしも

低下が傾向的に

ば，剰余価値率

の価値とは１人当たり年間賃

働量（すなわち賃金財の価値）

率にとってマイナス要因であ

労働生産性の上昇や賃金財価

，年平均労働時間の減少と賃

は上昇傾向を示すこととなる

金および賃金で購入する名目

の積に他ならない。年平均労

り，賃金財の価値の減少はプ

格の上昇による名目単位額あ

金の増加の効果を相殺して余

。つまり剰余価値率は，おも

単位額あたりの財（賃

働時間の減少と賃金の

ラス要因である。した

たりの賃金財の価値の

りあるほどであるなら

に賃金財部門の生産性

（ ）

平均年間賃金（ 万円
一人当たり年平均労働時
労働力の価値（時間）
剰 余 価 値（時間）
剰余価値率（％）

表

人）
間（時間

出所） 各年『労働力調査年
注１） 平均年間賃金は，『接

報』，各年
続産業連

産業連関データによ

年 年

）

る剰余価

年

『接続産業連関表』。左記の産
関表』の雇用者所得÷雇用者数

業連関デー
。ただし

値率（日本）

年 年 年 年

タ等により筆者作成。これ以
，この雇用者数は常勤換算して

降の図表も
いない数

年

同様。
値。

注２） 一人当たり年平均労
注３） 労働力の価値＝平均

年次 年

全部門 ％

働
年
時間は，
間賃金×

表

年

％

注） 接続産業連関表の雇用表を参考に

『労働力調査年報』の平均週
投下労働量×家計消費構成比

国民経済計算データに

年 年

％ ％

労働時間×
。

よる剰余

農林水産業の個人業主（自営業）の所得

。

価値率（日本）

年 年

％ ％

年

％

を雇用者所得に含めるように計算してい

年

％

る。

平均年間賃金（１万ドル
一人当たり年平均労働時
労働力の価値（時間）
剰 余 価 値（時間）
剰余価値率（％）

表

人）
間（時間

出所） 各年
注１） 平均年間賃金＝雇用者所得÷雇

産業連関データによ

年 年

）

る剰余価

年

（ ），
用者数（

各年『産業

値率（米国）

年 年 年

連関表』。
）。ただし，この雇用者数は常勤換

年

算していな
い数値。

注２） 一人当たり年平均労
注３） 労働力の価値＝平均

年次 年

働
年

全部門 ％

時間は，
間賃金×

表

年

注） データの自営業数（

データの
投下労働量×家計消費構成比

国民経済計算データに

年

％ ％

÷
。

よる剰余

年

％

）を参考に農林水産業

。

価値率（米国）

年 年

％ ％

の自営業の所得を雇用者所得に含めるよ

年

％

うに計算し
ている。



日米産業連関データに

図

よる剰余価値率の測定（橋本・山

日本の剰余価値率の推移

田）

図 米国の剰余価値率の推移

や価格に依存して決まり他の産業部門の事情には間接的な影響しか受けないため，経済全体によ

って決まる資

持ちうるので

ひとつの意義

次に剰余価

測
）
では，

値率を測定し

し，その後徐

本分配率や国民経済計算デー

ある。ここに，価格ベースで

があるといえよう。

値率を経年的に測定してい

式を用いている。なお，泉は

ている。泉の測定結果は特に

々に上昇している点は我々の

タによる 式の計測値とは

の分配率とは別に，価値ベ

る先行研究との比較をおこな

この式を用いて 年から

年から 年にかけて

測定結果と一致している。

異なった水準，トレンドを

ースでの剰余価値率計測の

う。泉（ ）の行った計

年までの日本の剰余価

，日本の剰余価値率が低下

しかし，我々の計測した剰

余価値率の値

から ポイン

より高く，し

年から

う経済状況に

こととする。

に比して，泉の計測値は総じ

ト低い数値となっている。こ

たがって労働力の価値が高く

年にかけての剰余価値率

よるものが大きいと推測され

て低位となっており，とく

れは賃金財の価値と年平均

なっていることによると思

の低下（－ ポイント）は

る。この点については，要

に 年― 年については

賃金がともに我々の計測値

われる。

，石油危機以降の不況とい

因別変化の箇所で概観する

（ ）
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率の要因別変化分（日本）

図 剰余価値率の要因別変化分（米国）

米国の場合は

年から

た。日米の比較

少なくとも 年

（ ）

を行っている
）
。

，日本の場合とは剰余価値

年にかけて上下の変動を繰り

でいえば，少なくとも 年代

代は米国が日本よりも高い剰

は， を用いて 年から

は米国の剰余価値率を

率の絶対的な水準も，年次の

返してきており， 年には

前半までは日本の方が高い剰

余価値率を示している。

５年刻みで， 年までの剰

％（ 年）と計測して

推移の傾向も異なる。

低下して最低値となっ

余価値率であったが，

余価値率について計測

いるが，今回の我々の

計測結果と倍近

用した産業連関

ータソースと数

均賃金のみ国民

付加価値項目を

きい影響を与え

い開きがある数値となってい

データは同一のものである。

値が異っている点である。

経済計算データを用いて

用いて 千ドル 年と算出し

ているものと思われる。本稿

る。 が用いていた産業

よって，原因と考えられるの

剰余価値率を構成する諸要素

千ドル 年と算出しているが

ている。この相違が，剰余価

では年間平均賃金も産業連関

連関データと我々が使

は，平均年間賃金のデ

の内で は年間平

，我々は産業連関表の

値率の計測に結果に大

データから計測してい

（ ）



るが，どちら

３―２ 剰

日米産業連関データに

が好ましいかについては今後

余価値率の要因別変化

よる剰余価値率の測定（橋本・山

の検討課題としたい。

田）

前段では，

労働時間，投

要素が剰余価

率の変化を要

する。まず，

剰余価値率の傾向について概

下労働量，家計消費構成とい

値率に対してどの程度影響し

因（年間平均賃金，平均年間労

式の両辺について差分（

観してきた。剰余価値率は

う構成要素から複合的に決

ているのでのであろうか。

働時間，投下労働量，家計消費

）をとると

，年間平均賃金，平均年間

まる指標である。どの構成

以下では，各年の剰余価値

構成）ごとに分解して検討

となる。た

の変化分を示

以下の図 ３

５の左上隅

し下げている

場合の要因別

量の推移と平

だし，例えば添字 は，

している。右辺最終項は全て

と図 ４，表 ５，表 ６に要

の数字（－ ）はこの間の平

ことを意味している。これら

変化分の特徴は，以下のよう

均年間賃金の推移が剰余価値

のみを比較年次の数値に変化

の項が同時に変化した場合

因別の剰余価値率の変化分を

均年間賃金の上昇が剰余価値

の図と表からわかる傾向は

にまとめることができる。

率に大きく影響しているこ

させた場合の剰余価値率

の量である交絡項である。

掲げている。たとえば表

率を ポイントだけ押

以下の通りである。日本の

第一に，日米共に投下労働

とがわかる。第二に，投下

労働量の寄

（ ポイン

調となってい

年― 年（

年― 年

イナス要因で

結局，前節

与は，総じて剰余価値率に対

ト）と 年― 年（ ポイ

る（ 年― 年（ ポイント

ポイント）， 年― 年（

（－ ポイント）と，この間の

ある。その後は－ ポイント

で推論した通り， 年以降

してプラス要因であることが

ント）の剰余価値率の寄与は大

）， 年― 年（ ポイント）

ポイント））。第三に， 年―

平均年間賃金の寄与も大き

前後で推移し，漸減してい

の投下労働量減少（労働生産性

わかる。特に 年― 年

きく，その後は次第に低

， 年― 年（ ポイント），

年（－ ポイント）と

く，剰余価値率に対してマ

る。

の上昇）による寄与が，年

間平均賃金の

の原因となっ

表５，図３

相殺し合った

― 年）と，

各要因の変化

ため，全体と

上昇や年平均労働時間の減少

ていることとがわかる。

に見るとおり， 年から 年

結果，剰余価値率の変化は

各要因の寄与の幅に比べれば

自体が徐々に小さくなってい

して剰余価値率を押し上げる

による寄与を上回ったため

にかけては各要因の寄与は

ポイント（ 年― 年）お

小規模な範囲にとどまってい

るが，プラスの要因がマイ

結果となっている。

剰余価値率上昇という傾向

大きい。しかし，それらが

よび－ ポイント（ 年

る。 年以降については，

ナスの要因を上回っている

表 ６，図

に，投下労働

ポイント

年― 年（

間賃金は剰余

年― 年

４における米国の要因別寄与

量減少による剰余価値率上昇

を最高に年々低下している

ポイント）， 年― 年（

価値率に対して一貫してマ

（－ ポイント）， 年― 年

の特徴は，以下のようにま

への寄与は，プラス要因で

（ 年― 年（ ポイント），

ポイント）， 年― 年（ ポ

イナス要因となっている。

（－ ポイント）と平均年間

とめることができる。第一

ある。特に， 年― 年の

年― 年（ ポイント），

イント））。第二に，平均年

年― 年（－ ポイント），

賃金の寄与は約－ ポイ

（ ）
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表５ ６

ントであるが，

年（－ ポイン

の寄与よりも一

次に，剰余価

量とデフレータ

その後約－ ポイントへと

ト）， 年― 年（－ ポイン

貫して低位である（絶対値で

値率への要因別寄与のうち，

について検討を行う。

低下している（ 年― 年（－

ト））。第三に，平均年間賃金

比較）。

実質平均年間賃金と消費者物

ポイント）， 年―

の寄与は，投下労働量

価指数，実質投下労働

（ ）

―

平均年間賃金 －
年平均労働時間
投下労働量
家計消費構成比

年

－
－

表 要因別変

― 年 ― 年

－ －
－

化分

－

－

（日

―

－ －
－ －

－
－

本）

年 ― 年 ―

－ －
－ －

年

単位

－ －
－ －

ポイント

― 年

－

－

－
－
－

要因別変化分計

交絡項 －

－
－
－
－ －

－
－

－

－

－

－ －
－

－

－
－
－

―

平均年間賃金 －
年平均労働時間 －
投下労働量

年

家計消費構成比

表 要因別変

― 年 ―

－ －
－ －

化分

年

（米国）

― 年 ― 年

－ －
－ －

単位

－

－ －

ポイント

― 年

－

－

－
－

－

－

－ －
－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－

要因別変化分計 －

交絡項

－ －
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表７ ８

表 ７と表

平均賃金の剰

らに，表 ５

投下労働量の

検討を行う。

８では，消費者物価指数を用

余価値率への寄与から実質平

と表 ６に掲げている投下労働

寄与を導出している。以下で

いることにより，表 ５と表

均年間賃金の剰余価値率へ

量による剰余価値率への寄

は，表 ７と表 ８の各項目

６において検討した年間

の寄与を導出している。さ

与もデフレータにより実質

について日本，米国の順で

日本の実質

年― 年）と

実質平均年間

下労働量は，

ためである

― 年（

ト）について

平均年間賃金の寄与は，－

大きい影響要因となっている

賃金はほぼ一貫して剰余価値

剰余価値率に対して上昇要因

。例えば，剰余価値率への寄

ポイント）以降は，約 ポイ

は，最低値となっている。ま

ポイント（ 年― 年）お

。その後，寄与の大きさは徐

率に対してマイナス要因で

である。これは，賃金財の

与は， 年― 年（ ポイ

ントで推移している。しかし

た，消費者物価指数とデフレ

よび－ ポイント（

々に低下しているものの，

ある。他方，日本の実質投

投下労働量が減少している

ント）を最高値とし， 年

， 年― 年（ ポイン

ータの推移は，一部の例

外期間を除い

― 年（

米国の実質

て減少要因と

一方で消費者

の幅で上

て剰余価値率に対してプラス

ポイント）と ― 年（

平均年間賃金は， 年から

なっている。この間は，実質

物価についてはその上昇のた

昇要因となっている。また米

要因である。特にデフレー

ポイント）の寄与は大きい。

年にかけてほぼ－ －

賃金が上昇してきたと言い

め， 年から 年にかけて

国の実質投下労働量につい

タの推移については， 年

の幅で剰余価値率に対し

換えることができる。その

剰余価値率に対してほぼ

ては，賃金財の生産性の上

（ ）

実質平均年間賃金
消費者物価指数

平均年間賃金

実質投下労働量

―

－

－

デフレータ

年

投下労働量

表 要因別変化

― 年 ― 年

－ －

－ －

分 （日

―

－

－

本）

年 ― 年 ―

－ －

－ －

年

単位 ポイント

― 年

－

注１） デフレータは『産業
注２） 消費者物価指数は総

実質平均年間賃金

連関
務省

―

－
消費者物価指数

表』か
（

年

平均年間賃金 －

ら作成したものを使用した。
）を使用。

表 要因別変化

― 年 ―

－ －

表

分

８のデ

（米

年

－ －

フレータも同様。

国）

― 年 ― 年

－ －

単位

－

－ － －

ポイント

― 年

実質投下労働量
デフレータ

投下労働量

注１） 消費者物価指数は，
注２） ― 年にかけては

米国
デフ

労働省
レータ

より引用。
を用意することができなかったため，表内の実質投下労働量については試算できなかった。
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（ 年― 年）から ポイント

（ 年― 年）， ポイント（
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対して上昇要因となっている

（ 年― 年）へといったん減

年― 年）と，剰余価値率に

。その上昇度合いは，

少している。しかし，

対しての貢献度は再び

上昇している。

価値率に対する

３―３ 結論

本稿では，日

うな結論を得た

日本の剰余

日本との比較で言えば，一貫

寄与が高いといえる。

米の産業連関データを利用し

。

価値率の推移は，いったん低

して米国より日本の方がより

，剰余価値率の測定を行った

下した時期もあるものの

実質投下労働量の剰余

。その結果，以下のよ

年から 年をみると

徐々に上昇す

では 年代前

の水準につい

に入ると逆転

国民経済計

正確には一致

においては前

り，両者は対

る傾向にあり，全体として上

半まではわずかに上下しつつ

てみれば， 年代後半までは

し，日本の剰余価値率が米国

算データを用いた剰余価値率

しない。剰余価値率と国民経

者が前述のように上昇トレン

照的な動きを示している。他

昇トレンドを示している。こ

全体として下降トレンドを示

米国の方が高い剰余価値率を

のそれを上回るに至っている

の推移と産業連関データを用

済計算データを用いた推計値

ドであるのに対し，後者は下

方，米国の場合は，剰余価値

れとは対照的に，米国

している。剰余価値率

示していたが， 年代

。

いた場合の推移とは，

を対比したとき，日本

降トレンドとなってお

率が下降トレンド，国

民経済計算の

他部門に比し

日米共に剰

あった。特に

今回の計測結

タを使用した計

記のように，日

データを用いた推計値は上昇

ての賃金財部門の生産性や価

余価値率に対して投下労働量

， 年代後半から 年代にか

果では，産業連関データを使

測値について，その特徴とそ

米の対比においてもまた二つ

トレンドとなっており，二重

格がこの現象にとって重要な

はプラスの要因，年間平均賃

けて大きな変化を示し，低下

用した場合の剰余価値率の推

れを生み出す要因を概観して

の計測方法の対比においても

の意味で対照的である。

要因となっている。

金はマイナスの要因で

傾向を示してきている。

移と国民経済計算デー

きた。計測の結果は上

，対照的な傾向を示す

という興味深い

は行っていない

な検討も必要で

補論

１―１ 剰余

労働者の平

ものとなった。本稿では，国

。さらに，賃金財部門と非賃

あろう。これらの諸点につい

価値率測定に用いたデータと

均年間労働時間は，日本の場

民経済計算データによる計測

金財部門とを明示的に分割し

ては今後の課題としたい。

算出方法

合は，『労働力調査報告』及

値についての要因分解

たモデルによる理論的

び『労働力調査年報』

の平均週労働時

る『

の総実労働時間

間のデータは，

ずこれを使用し

平均年間賃

間を年間ベースに再計算して

を就業者数により除すること

雇用者ベースではなく，就業

ている。

金は，日米『産業連関表』内

使用している。米国の場合は

（ ）』と電子データ

で計算している。ただし，日

者ベースのものしか用意する

の部門別の雇用者所得から産

，米国商務省が公開す

『 』

米共に平均年間労働時

ことができず，矢も得

業全体の雇用者所得を

（ ）



算出し，総雇

平均的労

から算出でき

日米産業連関データに

用者数で除している。

働者家計消費構成比は，日米

る。

よる剰余価値率の測定（橋本・山

『産業連関表』内の最終需要

田）

項目である民間消費支出

各商品の

２―１ 投

投下労働

（

我々が実際に

いては 万

１貨幣単位毎の投下労働量は

下労働量の測定方法

量モデルは，置塩（ ，

），山田（ ），泉（ ，

測定できるのは，単位価額毎

円，米国については１万ドル

以下の２―１を参照のこと。

），

），山田・橋本（ ）を

の投下労働量であり，単位

とする。単位価額毎の投下労

（ ），中谷（ ），

参考にしている。ここで

価額をここでは，日本につ

働量の式は以下のように

展開できる。

ただし

生産物１

第

第

第

貨幣単位の生産に直接・間接

生産物１貨幣単位の生産に

生産物１貨幣単位の生産に

生産物１貨幣単位の生産に

に必要な労働量（列ベクトル）

投入される第 国産原材料の

投入される第 固定資本の減

必要な輸入額（列ベクトル）

量（行列）

耗量（行列）

第

輸出品１

輸入品１

単位行列

“ は転置

したがって

生産物１貨幣単位の生産に

貨幣単位に占める第 生産物

貨幣単位を得るために必要な

を示す。 式と 式から

直接必要な労働量（列ベクトル

の割合（列ベクトル）

投下労働量（スカラー）

）

となる。

２―２ デ

次に分析対

いる。使用し

年『産業連関

ータ

象となる部門と部門分類につ

たデータは『産業連関表』を

表』と内閣府経済社会総合

いて確認する。本稿では産

中心とした諸表である。日

研究所（ ）を利用した。内

業部門を 部門に分割して

本の産業連関データは，隔

閣府経済社会総合研究所

（ ）は，

と呼ばれてい

関表はいわ

類を明確に区

回用いた米

年から 年までの産業生

る。ところで，日本の産業連

ゆる 表（ 表）と

別しているが，本稿では商品

国の産業連関表の部門分類は

（ ）に準拠し

産性データベース（

関表は商品ベースの表とな

表（ 表）により構成される。

ベースに修正した産業連関

， 年ベンチマーク表から

ている。この による部門

）

っているが，米国の産業連

両表は産業分類と商品分

表を用いている。また，今

年延長表まで

分類を用いた表を用いる

（ ）



ことにより，各

第
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年の部門分類の整合性を保つ

国産品投入係数。米国

生産物１貨幣単位の生産に投
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ようにしている。

のついては 表及び 表を利

入される第 固定資本の減

用し作成している。

耗量は，中谷（ ）や

山田（ ）を

今期の第

国内生産額，で

ことができる。

る。米国産業

参考にし以下の式で算出して

部門の設備投資のうちの第

ある。 のデータは，産業

また減価償却 は，日本の

連関表には掲載されてい

いる。

財， 第 部門減価償却額，

連関表の固定資本マトリック

産業連関表では，表内の付加

ないので，米国商務省が

今期の第 部門の

スによって計算し得る

価値欄に掲載されてい

公開する電子データ

『

費額を試算した

成と同一と仮定

商

『 』と米国

業者数に対して

ごとの雇用係数

』を参考に産業別資本

。右辺第２項は第 部門の固

し，財別構成比を表すとみな

品別の労働量は，日本につい

商務省の電子データ『

『 』よ

（人×時間／ 万ドル）を算

消費額を求め，さらに 表

定設備の限界資本構成である

している。

ては産業連関表内の雇用表

』に掲載され

り求めた部門別の１年間の就

出している。さらに 表を用

を参考に商品別資本消

が，これが平均資本構

から，米国については

ている各年の部門別就

業時間を乗じて，部門

いることにより産業ベ

ースの雇用係数

， 各年の商

価格変化率 各

されている部門

実質産出額と部

の電子データを

から商品ベースの雇用係数を

品×商品の産業連関表から

部門の価格変化率は，米国

別実質産出額と部門別名目産

門別名目産出額から産出して

利用している。日本では『消

求めている。

得られる。

商務省の電子データ『

出額から求めた。日本の場合

いる。消費者物価指数につい

費者物価指数年報』から引用

注

』に掲載

も産業連関表の部門別

ては，米国では労働省

している。

） 使用し

） 計算方

） 置塩（

） 置塩（

） 泉（

）

たデータについては，別紙の「補

法と使用したデータについては，

）， ，置塩（ ），

）， ，置塩（ ），

）， ，表６ ２。

（ ）

論」を参照のこと。

巻末の「補論」を参照のこと。

。

。
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